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地球温暖化の現状等
（環境立県推進課）
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【１】地球温暖化の状況と影響

●世界の平均気温（2011～2020年）は、1850～1900年と比べ1.1℃上昇。

●熊本の平均気温は、100年あたり約1.7℃上昇。…世界を上回るペース。

●球磨川流域に甚大に被害をもたらした「令和2年

7月豪雨」をはじめ、全国で頻発する豪雨につい

ては、地球温暖化の影響があるといわれている。

●21世紀末の熊本の平均気温は

20世紀末と比べて約4℃上昇

することが予測されている。

今以上の対策を行わなかった場合、

既に気温上昇に伴う気候変動による被害が現実に
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【２】地球温暖化対策に関する主な動き

●2015年12月、フランス・パリで開催されたCOP21（国連気候変動枠組条約締約国会議）

で「パリ協定」が成立。

➡世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して2℃以内に抑えること、さらに1.5℃以内に

抑える努力を追求することとされた。

2023年3月、IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）は、『現在の対策では、産業革命前から

の気温上昇が1.5℃を超える可能性が高く、対策を強化する必要がある』旨の報告書を公表。

世界

●2020年10月、「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」を宣言。

●2021年10月に決定された地球温暖化対策計画では、2030年度の温室効果ガス削減目標に

ついて、2013年度比で46％削減すること、さらに50％の高みに向け挑戦を続けることが

盛り込まれた。

日本

●2019年12月、国に先駆けて「2050年県内CO2排出実質ゼロ」を目指すことを宣言。

●2021年7月、「第六次熊本県環境基本計画」を策定。

熊本



【３】第六次熊本県環境基本計画（2021年7月）について
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●「2050年県内CO2排出実質ゼロ」を実現するため、2030年度に向けた
新たな温室効果ガス削減目標を定め、４つの戦略のもと取組みを進める。

目標



【４】第六次熊本県環境基本計画について
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４つの戦略

省エネルギーの推進を
徹底し、エネルギー
使用量を削減する。

ガソリンや灯油など化石
燃料から電気や水素、ﾒﾀﾝ、
ｱﾝﾓﾆｱ、高純度BDF等への
転換を推進する。

再生可能エネルギーの
導入等により、発電時の
CO2排出をゼロに
近づける。

森林吸収量の確保や
その他の取組みにより、
CO2の吸収・固定等を
推進する。

◎

■

▼

◆



②県全体の温室効果ガス排出量の推移
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【５】2020年度の本県の温室効果ガス排出量について

①県全体のエネルギー使用量の推移

（年度）

エネルギー使用量（TJ）

熊本地震

新型コロナ拡大

①2020年度の県全体のエネルギー使用量は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、

2013年度以降最少。

②2020年度の県全体の温室効果ガス排出量は、2013年度比26.3％減少。

しかし、2019年度に比べ排出量が増加。

電力会社の発電時のCO2排出割合（排出係数）が、火力発電所の稼働等の影響

により、増加したため。

〈要因〉

削
減
率
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【６】本県の部門別の温室効果ガス排出量について

温室効果ガス排出量の内訳（部門別、2020年度）

各部門ごとの実情に応じた取り組みが必要

●業務、家庭、産業、運輸の順に2013年度に比べ排出削減は進んでいるが、廃棄物部門は増加。

●新型コロナウイルスの感染拡大等により、在宅時間が伸び、特に家庭でのエネルギー使用等が

増え、家庭部門の排出量は前年度（2019年度）に比べ9.9％増加。
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項目 関係課 項

（１）温室効果
ガス排出削減
に向けた部門
別取組み

①家庭部門 環境立県推進課、消費生活課、建築課 10～11

②産業・業務部門
環境立県推進課、商工振興金融課、
エネルギー政策課

12～13

③運輸部門
交通政策課、環境立県推進課、循環社会推進課、
産業支援課、エネルギー政策課、道路保全課

14～15

④廃棄物部門 循環社会推進課、下水環境課 16～17

（２）温室効果
ガス排出削減
及び吸収等に
向けた横断的
な取組み

①再生可能エネルギーの
導入推進

※議題３（再生可能エネルギー導入促進に関す
る件）で説明 ー

②CO2吸収源対策の推進
（森林吸収源対策）

環境立県推進課、森林整備課、林業振興課、
森林保全課

18～19

③2050年ゼロカーボンに向けた
広域連携や県民運動の推進

環境立県推進課、循環社会推進課、
農林水産政策課

20～21

（３）県の事務・事業における温室効果ガス
排出削減の推進

財産経営課、環境立県推進課、営繕課 22～24

◎省エネルギーの推進 ■エネルギーシフト ▼電気のCO2ゼロ化 ◆その他のCO2実質ゼロ化 ★複合的な取組み

「2050年県内CO2排出実質ゼロに向けた取組」に係る主な事業



（１）温室効果ガスの排出削減に向けた部門別取組み
①家庭部門
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環境立県推進課・消費生活課・建築課

＜１ 課題・取組みの方向性＞

●2020年度の家庭部門の温室効果ガス排出量は

約188万t-CO2で、基準年度（2013年度）比で

43.9％減少。
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くまもとゼロカーボン行動ブック

●一方、新型コロナウイルスの感染拡大等により、

在宅時間が伸び、家庭でのエネルギー使用が増え、

前年度からは9.9％増加。

●「2050年ゼロカーボン」に向けて、具体的に何に

取り組めばよいか示す必要がある。

➡省エネ・省資源に向けた必要な取組みを「見える化」し、

具体的な取組みの浸透を図る。

➡家庭における食品ロス削減、住宅・建築物等の

省エネルギー性能向上や再生可能エネルギーの

導入等に取り組む。
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＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

◎球磨川流域ゼロカーボン先進地創出事業（環境立県推進課）

【Ｒ４】当初予算：86,727千円

・球磨川流域における一定基準以上の断熱住宅リフォーム等（33件）に補助。
【Ｒ５】当初予算：35,926千円

・既存住宅の断熱リフォーム等の促進に向けた補助等を継続。

◎住宅・建築物の省エネ性能向上に向けた取組み（環境立県推進課・建築課）

【Ｒ４】当初予算：422千円

・建築物省エネ法の改正（※）について、建築士等への周知及び省エネに関する設計技術向上のための講習会等を開催。

【Ｒ５】当初予算：8,320千円

・省エネに関する設計技術向上のための講習を行うとともに、業界団体等と連携して検討し、断熱
リフォームなどの効果的な取組方法等を「見える化」することにより、住まいのゼロカーボンを促進。

※全ての新築住宅等への省エネ基準適合義務化、建築士の建築主に対する省エネ基準適合の説明義務化 など

★県民ゼロカーボン行動促進事業（環境立県推進課）

【Ｒ４】当初予算：17,230千円の一部

・家庭で実践していただきたい取組みやCO2削減効果、メリットを「見える
化」した『くまもとゼロカーボン行動ブック』による普及啓発や環境教育等を
実施し、家庭での省エネ活動等を促進。
【Ｒ５】当初予算：17,442千円の一部

・『行動ブック』の取組みが県民に浸透するよう普及啓発や環境教育等を継続。

◎食品ロス削減推進事業（消費生活課）

【Ｒ４】当初予算：9,331千円

・「県食品ロス削減推進計画」に基づき、若い世代を対象にした消費者教育や、
食品ロス削減アクション「四つ葉のクローバー運動」（てまえどり、食べきり運動、
フードドライブ、食ロスチェック）の取組みを実施。
【Ｒ５】当初予算：9,652千円

・「消費者教育」と「四つ葉のｸﾛｰﾊﾞｰ運動」により食品ロス削減が県民に浸透するよう
取り組むとともに、ﾌｰﾄﾞﾄﾞﾗｲﾌﾞについては、実施場所を拡充するなど、家庭での
食品ロス削減の取組みを更に推進。 フードドライブの様子

（令和４年９月県庁）



（１）温室効果ガスの排出削減に向けた部門別取組み
②産業・業務部門
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環境立県推進課・商工振興金融課・エネルギー政策課
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＜１ 課題・取組みの方向性＞

●産業・業務部門の排出量は県全体の約５割を占めている。

●また、国際的な企業では、サプライチェーン全体（原材料調達→製造→物流→販売→廃棄など一連の流れ）の

温室効果ガス排出ゼロを求める動きが加速。一方で、半導体関連企業の集積等により、今後、

排出量の増加が懸念。

●2020年度の産業部門の温室効果ガス排出量は約393万t-CO2、

業務部門の排出量は約142万t-CO2で、それぞれ基準年度

（2013年度）比で20.6％、45.8％減少。

➡今後さらに、事業所や事業活動での省エネルギーや、

化石燃料から電気や水素等へのエネルギーシフト、

再生可能エネルギー導入等を推進する。

➡国際的な動き等を踏まえながら、県内企業や国、電力会社等と連携し、CO2排出削減に向けた検討

や課題解決等を行う。



★「事業活動温暖化対策計画書制度」に基づく排出削減（環境立県推進課）

【Ｒ４】当初予算：745千円

・計画書制度について、事業所全体の排出量だけでなく、排出源（設備・燃料）や
設備の更新時期等を計画及び報告に加える制度に改正。
（対象事業者：エネルギー使用量（原油換算）1,500KL以上の事業者等）

【Ｒ５】当初予算：428千円

・対象事業者に対して制度改正の内容を周知し、事業者の省エネ設備への更新を促進。

※九州電力試算結果
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＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

★産業ゼロカーボン連携促進事業（環境立県推進課）

【Ｒ４】当初予算：3,962千円

・県内企業等との協議の場において、ゼロカーボンに向けた
情報共有や課題解決の検討を実施。協議の場での意見を
踏まえ、他の県内企業に対しても最新の省エネ設備や国補
助金等の情報を提供し、省エネ設備への更新検討を後押し。

【Ｒ５】当初予算：1,241千円

・県内企業等との協議の場における情報共有や課題解決、中小企業への
フィードバックを継続。

▼県内中小企業の再エネ導入促進（エネルギー政策課）

【Ｒ４】当初予算：6,000千円

・中小企業が再エネ100％利用を宣言するRE Actionへの参加促進のため、セミナー、相談会、企業へのアドバイザー
派遣を実施。RE Actionに新たに4社が参加し累計で６社となった。（R5. 3月末現在）
【Ｒ５】当初予算：3,000千円

・引き続き、中小企業向けのセミナー、相談会、企業へのアドバイザー派遣を実施し、中小企業の再エネ導入を促進。

（参考）灯油式から電気式に更新した場合

★くまもとゼロカーボン資金による設備資金支援（商工振興金融課）

【Ｒ４】当初予算：1,006,694千円

・中小企業のゼロカーボンに向けた取組みを促進するため、CO2排出削減を図るために必要な省エネ・再エネ
設備等導入に係る資金繰り支援を実施。6件22,200千円の融資を実施。

【Ｒ５】当初予算：1,022,520千円

・引き続き、中小企業への融資による資金繰り支援により、省エネ・再エネ設備導入を促進する。

（参考）灯油式設備

ヒートポンプ（少ない投入エネルギーで、大きな
熱エネルギーとして利用できる技術）

（参考）灯油式設備

①

②～⑥
③～⑦



（１）温室効果ガスの排出削減に向けた部門別取組み
③運輸部門 交通政策課・環境立県推進課・循環社会推進課・産業支援課・エネルギー政策課・道路保全課
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＜１ 課題・取組みの方向性＞

●排出量の約９割は自動車等のガソリン及び軽油によるもの。

●2020年度の運輸部門の温室効果ガス排出量は約217万t-CO2で、

基準年度（2013年度）比で7.8％減少。

➡運輸部門の温室効果ガス排出削減に向けて、以下の取組み
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○エコドライブの普及、自家用車から自転車や公共交通機関等への転換

○電気自動車など次世代自動車への転換等によるモビリティ分野の脱炭素化

○「県地域公共交通計画」に基づく公共交通網の確保・維持、菊池南部地域の渋滞対策、

空港アクセス鉄道の実現

○「県自転車活用推進計画」に基づく自転車が利用しやすい交通環境の構築

○廃植物油から作られる軽油代替燃料『高純度BDF（バイオディーゼル燃料）』の理解と利活用促進
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＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

■地方公共交通バス対策事業（交通政策課）

【Ｒ４】当初予算：353,737千円

・公共交通網の確保・維持を図るため、公共交通事業者や市町村に対する支援（欠損補助等）を実施。
【Ｒ５】当初予算：353,723千円

・引き続き、公共交通事業者や市町村に対する支援を実施。

■中山間地域における電動マイクロバス実証事業（環境立県推進課）

【Ｒ４～Ｒ５】環境省から熊本大学への委託
・熊本大学・球磨村・県・民間企業が連携し、球磨村のスクールバスに電動マイクロバスを導入
する実証事業を実施。中山間地域における走行性能や非常電源としての有効性等を評価。 電動スクールバス（球磨村）

■菊池南部地域の渋滞緩和対策（交通政策課）

【Ｒ４】
・バス事業者・企業・県・市町が連携して、「ｾﾐｺﾝﾃｸﾉﾊﾟｰｸでの１日ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ」を実施し、渋滞対策を検討。
【Ｒ５】当初予算： 31,246千円

・セミコンテクノパーク周辺での通勤バスの実証運行を行い、渋滞対策の効果等を検証するとともに、企業等の
公共交通機関の利用を促進。

ノーマイカーデーの様子（R5.1.27）

■自転車通行空間整備事業（道路保全課）

【Ｒ４】当初予算：471,195千円

・県自転車活用推進計画に基づき、安全に通行できる路面表示（矢羽根型路面表示）等を実施。
【Ｒ５】当初予算：1,038,723千円

・県自転車活用推進計画に基づき、舗装補修や矢羽根型路面表示等、自転車の交通環境を整備。
矢羽根型路面表示

■次世代モビリティの普及啓発（産業支援課・エネルギー政策課）

【Ｒ４】当初予算：21,889千円

・ＥＶ（電気自動車）充電器の維持管理や、ＦＣＶ（燃料電池自動車）の普及啓発を実施。
・九州山口各県と連携し、FCトラック（燃料電池トラック）の普及に向け、運送事業者やトラック協会へ
のヒアリングを実施。
【Ｒ５】当初予算：4,935千円

・引き続き、民間企業や市町村と連携し、ＦＣＶの普及啓発を実施するとともに、九州山口各県と
連携し、FCトラックの普及を推進。
・経済産業省の事業を活用し、九州各県と連携しながら、自動車産業の動向に関するセミナー
やコーディネーターの個別企業訪問など、自動車関連企業の電動化参入支援を実施。

トヨタ「ミライ」（令和４年導入）



（１）温室効果ガスの排出削減に向けた部門別取組み
④廃棄物部門
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循環社会推進課・下水環境課

＜代替フロン削減に向けた法改正等＞
・2016年：モントリオール議定書改正 → 代替フロンの生産量・消費量の削減義務が課される。
・2018年：オゾン層保護法改正 → 代替フロンの製造・輸入の規制等。
・2019年：フロン排出抑制法改正 → 業務用機器廃棄時、「フロン回収済証明書」の交付義務化等。
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2019年度比
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＜１ 課題・取組みの方向性＞

●2020年度の廃棄物部門の温室効果ガス排出量は約103万t-CO2

（県全体の9.7％）で、基準年度（2013年度）比で34.0％増加している

が、その多くは 「代替フロン（HFCs：エアコン等の冷媒として使用）」

によるもの。

●近年、代替フロンを規制する国際的な枠組みが整い、国内法も改正

されたことで、代替フロン生産量・消費量は減少。今後は、既に使用
された製品中のフロン回収を徹底していく必要がある。

➡業務用の空調・冷蔵機器等廃棄時のフロン回収推進を図るため、

適正回収の指導等を行う。

●また、プラスチックをはじめ資源の循環によるリサイクルの推進等により、廃棄物を削減し、

CO2削減を推進する必要がある。

➡県内で製造されたリサイクル製品の認証・周知、リサイクルに関する施設整備への補助等を行う。

➡プラスチックごみのリサイクル推進に向け、市町村による分別回収等の取組みを支援する。

2013
年度比
+34.0%

（年度）
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➡下水汚泥から生成する消化ガスの有効利用を推進する。
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＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

◆フロン類対策事業（循環社会推進課）

【Ｒ４】当初予算：284千円

・フロン回収に係る制度改正等について周知（フロン回収業者等へのリーフレット配布、ラジオ

放送や県ホームページへの掲載等）。

・フロン回収業者等へ立入検査を行い、適正回収の徹底等を指導（23社）。

【Ｒ５】当初予算：228千円

・引き続き、フロン回収に係る制度周知や立入検査等を通して、適正回収の指導等を実施。

＜フロン排出抑制法パンフレット＞

◆リサイクル製品等利用促進事業（循環社会推進課）

【Ｒ４】当初予算： 34,011千円

・県内産リサイクル製品を県が認証（5件）。

【Ｒ５】当初予算：34,147千円

・引き続き、県リサイクル認証製品の周知等や、施設整備への補助を実施。

＜リサイクル認証製品の一例＞

株式会社アミカテラ

牛糞等を原料
とした肥料

◆プラごみリサイクル推進事業（循環社会推進課）

【Ｒ４】当初予算： 3,209千円

・市町村等によるプラスチックごみの分別回収が拡充するよう説明会等を

行うとともに、分別回収拡充等に必要な取組みを支援。

【Ｒ５】当初予算：2,709千円

・引き続き、市町村等の分別回収拡充等に向けた取組みを支援。

【参考：プラスチック削減に向けた企業の動き】

・株式会社バイオマスレジン熊本による、米のバイオマスプラ
スチック「ライスレジン」製造工場が水俣市に完成（R４.３月）
・株式会社アミカテラによる、プラスチック代替素材の製造拠
点となる工場が水俣市に完成（R５.１月）

株式会社バイオマスレジン熊本

廃石膏等を原料とした
再生クラッシャラン



（２）温室効果ガス排出の削減及び吸収等に向けた横断的な取組み
②CO2吸収源対策の推進（森林吸収源対策）
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環境立県推進課・森林整備課・林業振興課・森林保全課

「伐って使って植えて育てる」循環利用サイクル

＜１ 課題・取組みの方向性＞

➡森林によるCO2吸収源対策として、「伐って使って植えて

育てる」という森林資源の循環利用を推進するため、

次の取組みを進める。

●本県の森林は高齢化していることから、森林によるCO2吸収量はこれから

長期的に減少傾向。

●適切な間伐や再造林を通じてCO2をより多く吸収する若い木を増やすなど

の森林の若返りを図ることが必要。

①適切な間伐や伐採後の再造林の推進

②企業や法人等が行う森づくり活動に対しCO2吸収

量の認証交付

③県産木材の利用拡大によるCO2固定の促進

④カーボン・オフセット取組みの普及



-19-

＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

森林吸収量認証書交付式

伐採跡地の再造林対策の強化

◆森林吸収量クレジット化推進事業（森林保全課）

【Ｒ４】当初予算：6,365千円

・Ｊ-クレジットの国への登録支援 （6者）
＊森林吸収量のクレジット化 ：森林吸収量について、カーボン・オフセットに活用できるように認証を受けること

【Ｒ５】当初予算：16,352千円

・国の森林吸収量クレジット登録に向けた事業者支援

◆県民の未来につなぐ森づくり事業（森林保全課）

【Ｒ４】当初予算：75,195千円

・住民団体等の森づくり活動に対する助成（２1団体）を実施
・企業等による森づくり活動による森林吸収量認証書交付式を開催
（15団体に478ｔ-CO2/年を認証）

【Ｒ５】当初予算：74,995千円

・住民団体等の森づくり支援や森林吸収量認証による企業等の森づくりを推進

◆森林環境保全整備事業（森林整備課）

【Ｒ４】当初予算：1,393,144千円

・民有林での森林整備において植栽、間伐等への助成を実施
（他事業分と合わせ植栽約1,000ha、間伐約4,000ha ）

【Ｒ５】当初予算：1,638,242千円

・Ｒ５年度も引き続き実施（再造林対策の強化を図る他事業と組み合わせて運用）

住宅での県産材の活用

◆くまもとの木を活かす木造住宅等推進事業（林業振興課）

【Ｒ４】当初予算：59,469千円

・県産木材の活用を促進するため、木造住宅等を建築する工務店に対して
建築資材として県産木材を提供（100件）

【Ｒ５】当初予算：57,971千円

・Ｒ５年度も引き続き実施



（２）温室効果ガス排出の削減及び吸収等に向けた横断的な取組み
③2050年ゼロカーボンに向けた広域連携や県民運動の推進
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地球温暖化防止活動で取り組んでいる県民の割合
（2020年地球温暖化に関する県民アンケート【熊本県】）

環境立県推進課・循環社会推進課・農林水産政策課

＜１ 課題・取組みの方向性＞

●マイバッグ利用や省エネ家電・製品の購入が増加するなど、

地球温暖化防止に対する県民の意識は向上。

➡また、廃植物油から作られる軽油代替燃料である高純度BDF（バイオディーゼル燃料）など

カーボンニュートラル燃料の理解と利活用を促進する。

●県内市町村では、地方公共団体実行計画の事務事業編を

45団体、区域施策編を31団体が策定完了見込み（令和５年度末）。

また、26団体がゼロカーボンを宣言。

➡「2050年ゼロカーボン」に向けて、県民や事業者、団体、

行政等と連携し、県全体で取組みを推進する必要がある。

【取組み例】

Jump
ゼロカーボンを日常に

Hop
今できることを

Step
さらに一歩

こまめな節電
照明のLED化

省エネ家電の購入
断熱リフォーム

再エネによる自家発電
ゼロエネルギーハウス（ZEH）
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＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

★県内市町村への支援（環境立県推進課）

【Ｒ４】当初予算：31,033千円の一部

・国と連携した研修会や個別相談対応等により、市町村の地球温暖化対策実行計画
（事務事業編・区域施策編）の策定を支援。
【Ｒ５】当初予算：1,407千円の一部

・実行計画（区域施策編）の策定を支援するとともに、他団体の先行的な事例を情報提供し、
市町村の脱炭素化の取組みを後押し。

■「くまもとのＢＤＦ」の普及啓発（環境立県推進課、循環社会推進課、農林水産政策課）

【Ｒ４】当初予算：2,731千円

・市町村や民間企業と連携し、カーボンニュートラル燃料である高純度BDF（バイオディーゼル
燃料）の原料となる廃食油回収拠点を拡大するとともに、ステッカーで明示。
・事業者等に対し、高純度ＢＤＦの品質（安全性）等の普及啓発を実施（パンフレット、経済誌等）。

【Ｒ５】当初予算：5,031千円

・廃食油を市町村の資源ごみとともに回収する実証事業を実施。課題や対応策を整理し、
横展開を検討。
・高純度BDFを使用した車両で安全性等を検証するとともに、それらのデータも活用し、重機等
のリース会社に対して高純度BDFの有効性や安全性について理解を進め、電動化が難しい
重機等での利用を促進。
・農林水産業の試験研究機関等における県の高純度BDFの活用状況等を発信し、県内での
利用拡大を図る。

ゼロカーボンにつながる取組みを紹介する動画

★県民ゼロカーボン行動促進（環境立県推進課）

【Ｒ４】当初予算：17,230千円の一部

・『行動ブック』を活用し、小学５年生を対象とした「肥後っ子教室」等の環境教育や大学・企業等
での講演を行うとともに、メディアを活用した情報発信等により、家庭での省エネ活動を実施。
併せて、熱中症予防などの気候変動適応策の情報発信も実施。
・「ゼロカーボン社会・くまもと県民会議」を設置し、県内66団体と連携体制を構築。
【Ｒ５】当初予算：17,442千円の一部

・『行動ブック』を活用した普及啓発や環境教育、気候変動適応策の情報発信等を継続。

「くまもと環境出前講座」の様子

回収拠点のステッカー

普及啓発のパンフレット



（３）県の事務・事業における温室効果ガス排出削減
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財産経営課・環境立県推進課・営繕課
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2013年度比△38.8%

2020年度比+7.7%

＜１ 課題・取組みの方向性＞

●2021年度の県の事務・事業における温室効果ガス排出量

は31,605t-CO2で、基準年度（2013年度）比で38.8％減少。

●削減目標（2030年度まで△60％以上）達成に向けて、
今後さらに、県自らが率先して温室効果ガスを削減する

必要がある。

➡全国知事会の宣言も踏まえ、県民・事業者・市町村の模範となるよう、県有施設へ再生可能エネギー

設備や電動車（EV、軽EV、HV）等を導入し、CO2排出削減と災害対応機能強化の両立を推進する

とともに、高純度ＢＤＦを活用するなど、脱炭素化に取組む。

【参考】脱炭素・地球温暖化対策行動宣言（全国知事会脱炭素・地球温暖化対策本部（令和4年7月）で採択）

①都道府県が整備する新築建築物について、ZEB Ready相当を目指す
②都道府県が新たに導入する公用車は、原則電動車を目指す
③都道府県有施設で使用する電力について、再エネ電力への切り替えに最大限取り組む

●学校の新設、授業の通常化、換気をしながらの

空調運転など、電気使用量の増加により、排出量は

前年度から7.7％増加。
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＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

◎ZEB改修の実施（財産経営課、営繕課）

【Ｒ４】当初予算：9,658千円

・宇城総合庁舎のZEB改修（空調設備改修、照明のLED化改修、
窓ガラスの断熱改修等）の設計を実施。

【Ｒ５】当初予算：118,505千円

・宇城総合庁舎のＺＥＢ改修（工事）を実施（R5～6）。

◎県庁舎等ＬＥＤ導入事業（財産経営課）

【Ｒ４】当初予算：291,612千円

・県庁舎本館（共用部等）にLED照明を導入（R4～5工事）。

【Ｒ５】当初予算：257,139千円

・県庁舎本館（執務室等）にLED照明を導入。また、阿蘇局等に導入するための設計を実施。

◎県有施設の長寿命化保全計画の策定（財産経営課、営繕課）

【Ｒ４】当初予算：45,643千円

・県有施設の長寿命化保全計画を策定する中で、施設の現状把握
及び省エネ改修手法を検討 (空調設備更新時の高効率機器への
更新等）。 ※策定施設数：11施設16棟

【Ｒ５】当初予算：150,491千円 （R6分を債務設定：64,449千円）

・引き続き、長寿命化保全計画を策定する中で検討を継続。
※策定施設数（R5～6）：52施設86棟

省エネルギー

議会棟地下倉庫（R4施工）

ZEB（Net Zero Energy Building）とは
外部の高断熱化、高効率設備等による省エネと、太陽光発電等の再生可能
エネルギー導入による創エネにより、エネルギー消費量の収支をゼロとするこ
とを目指した建築物

（環境省 ZEB PORTAL より）
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＜２ 令和４年度の主な取組実績及び令和５年度の取組予定＞

★県有施設の脱炭素化に向けた再生可能エネルギー等の導入（財産経営課・環境立県推進課）

【Ｒ４】当初予算：38,936千円、庁舎管理費等の一部

・県南３局（八代、芦北、球磨）において、初期投資ゼロモデル（事業者が設備設置、

県は電気代で支払）を活用して再エネ供給を行う事業者を選定。

・また、環境センター・本庁舎・宇土中高・玉名警察署への調査を実施。

・県庁舎にCO2排出が少ない電力を調達するとともに、芦北・球磨局、水俣保健所、

環境センターに再エネ100％電力を調達。

【Ｒ５】当初予算：11,259千円

・環境省「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）」を活用し、

県南３局へ再エネ設備を導入するとともに、令和４年度に調査した施設をモデルとして、

他の県有施設における再エネ導入や設備の電化等を推進。

ソーラーカーポート（イメージ）

■公用車への電動車（EV、軽EV、ＨＶ)導入

【Ｒ４】当初予算：18,657千円

・県南３局、水俣保健所の公用車にＥＶ（４台）を導入。

・県南３局に導入する再エネ設備と連携し、非常電源として活用。

【Ｒ５】当初予算：59,186千円

・公用車にＥＶ・軽EVを導入（14台）し、必要な充電器を設置。

・EV・軽EVの導入が困難な場合も、HVを導入。

・併せて、EVの導入台数が増えた場合の既存電気設備等への影響等を

調査した上で、今後の本格導入に向けた対応を整理。
軽EV・充電器（イメージ）

エネルギーシフト

電気のCO2ゼロ化


